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第５章 基本施策２

地域福祉を担う『人づくり』

①各種フォーラムなど機会を捉えた地域での支え合い意識の高揚

②地域ぐるみによる福祉学習の展開促進

①福祉活動指導員・福祉活動専門員のコーディネート力等向上に向け

た支援

②県ボランティアセンターにおけるボランティアコーディネーター

研修支援

③支え合い活動を担うリーダー等の発掘・育成支援

①福祉人材の安定した確保支援

②福祉従事者への体系的・実践的な研修等による資質の向上

③民生委員の活動強化に向けた各種研修会等の開催

④子育てマイスターの確保・養成

(1)支え合う福祉の「心」の醸成

(2)地域での支え合いを担う人材の育成

(3)福祉を担う人材の確保・資質の向上
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①各種フォーラムなど機会を捉えた地域での支え合い意識の高揚

１経緯・現状

地域の福祉課題を、住民自らの支え合いで解決していこうとする「共助（地

域での支え合い、相互扶助）」の意識の高揚については、特に、県社会福祉

協議会と市町村社会福祉協議会において、その基本となる活動理念として取

り組まれてきました。

県では、県社会福祉協議会への活動支援のほか、徹底した住民参加を経る

ことで各地域での支え合い意識の高揚を図る市町村地域福祉計画の策定への

支援、民生委員など地域での支え合い活動を担う方に対する表彰などを通し

て、その意識の高揚に努めてきました。

２課題

「向こう三軒両隣」や「遠くの親戚より近くの他人」などといわれた互い

に助け合う地域の連帯感が希薄化、地域コミュニティが衰退しています。

そもそも、介護保険などの制度の外にあるニーズへの迅速・柔軟な対応、

制度の隙間にある方やＤＶ、児童虐待などの発見に関しては、地域での住民

相互の支え合いでしか担えない役割があります。

また、「地域での支え合い意識」の高揚と、各種地域福祉活動の推進は、

いわば、「卵と鶏」の関係にあるとも考えられます。各種地域福祉活動の一

層の推進にあたっては、同時に「地域での支え合い意識」の高揚にも取り組

む必要があります。

３方針

県では、「地域での支え合い意識」がなければ地域福祉施策の効果的な推

進は困難でもあることから、市町村、県社会福祉協議会、県共同募金会等と

の連携のもと、次により、県民への普及を図ります。

また、「地域での支え合い意識」の高揚にあたっては、「助けられ上手」

と「寄付文化」の醸成の観点にも、特に留意します。

(1)支え合う福祉の「心」の醸成



58

○ 各種広報やフォーラム、講演会などの様々な機会を捉えて、県民への普

及啓発を図ります。

○ 市町村による、住民意識の高揚に資する市町村地域福祉計画の策定を支

援します。

→「基本施策１の(1)」参照

○ 県社協による、主に小学校区（連合自治会）単位での「地区福祉懇談会」

の開催支援や「福祉のまちづくりフォーラム」開催、「ボランティアフェ

スティバル」開催などの取り組みを支援します。

→「基本施策１の(2)の①」、「基本施策１の(2)の③」参照

○ 社会福祉事業者に対するボランティア受入れ研修などに取り組む県ボラ

ンティアセンター（県社協）への支援等により、地域における多様なボラ

ンティア体験の機会の充実を促進します。

→「基本施策１の(2)の③」参照

○ 県共同募金会等との連携のもと、各種広報啓発などにより、「寄付文化」

の醸成を図ります。

★地域福祉

推進施策

★支え合い

『共助』意識

の高揚施策

住み慣れた
地域でいつ
までも安心
して暮らせ
る地域社会
の実現

地域福祉の推進

※同時に取り組むことが不可欠

★助けられ上手

★寄付文化
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②地域ぐるみによる福祉学習の展開促進

１経緯・現状

支え合いの心、福祉の心を育んでいくためには、子どもの頃から、福祉施

設等での体験学習や障がい者などとの交流活動、地域での支え合い活動参加

などを通じた福祉学習が重要です。

昭和 50 年代以降、県社会福祉協議会と市町村社会福祉協議会の支援のも

と、県内においても福祉教育へ取り組む小中高等学校や特別支援学校が順次

増加し、現在は、ほぼすべての学校において、その趣旨を踏まえた活動がな

されています。

県では、約 30 年間にわたり、県社会福祉協議会によるモデル事業

を支援し、福祉教育の普及を促進してきました。

現在まで、約８割の学校がモデル事業の指定を受け、学校現場での

福祉教育の定着がみられることから、平成 19 年度をもって事業を終

了しました。

なお、市町村社会福祉協議会では、引き続き学校に対する福祉教育支

援に取り組まれています。

■モデル事業（指定校）累計（S52～H19）

学校数 事業実施
学校数

実施率
（％）

小学校 ３８７ ３３３ ８６．０

中学校 ２００ １８０ ９０．０

高等学校 ８２ ３６ ４３．９

特別支援学校 １３ ２ １５．４

合計 ６８２ ５５１ ８０．８

※県ボランティアセンターまとめ

２課題

モデル事業の成果を踏まえて、活動が学校から地域へ波及し、児

童・生徒から高齢者までを含めた地域ぐるみによる自主的・自立的な

福祉学習の展開と発展が期待されています。

また、学校における福祉教育においては、特に福祉人材の確保が緊
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急かつ中長期的にも大きな課題となっている中、福祉の仕事への関心

を高める観点も必要となっています。

３方針

県では、支え合う福祉の「心」の醸成を図るため、次により、高等

学校等での福祉分野への進学や就労の促進にも資する福祉教育の充

実とともに、県社会福祉協議会による、生涯学習の観点も含めた地域

ぐるみでの福祉学習の展開と発展に向けた取り組みを支援します。

○ 高等学校等において、地域の福祉・介護機関、大学等との連携の

もと、生徒のレベルや習熟度に合わせた福祉教育を実施します。

特に、福祉人材の確保が緊急かつ中長期的にも大きな課題となっ

ている中、福祉施設等での体験学習や、障がい者などとの交流活動、

機会を捉えた福祉の仕事の魅力とやりがいのＰＲなどを通し、生徒

のみならず保護者や教員における福祉の仕事への理解と関心を高

め、福祉分野への進学や就労に繋げます。

→「基本施策２の(3)の①」参照

県社会福祉協議会の取り組み

● 地域の福祉・介護機関、大学等との連携のもと、児童・生徒のレベル

や習熟度に合わせた福祉教育の促進

● 県内教育機関など関係機関との連携のもと、学校から地域への福祉学

習活動の波及に向けた調査・研究、機運の醸成や活動発展に向けた各種

普及啓発の実施

● 地域ぐるみでの福祉学習活動の普及を目指して、市町村社協が学校、

地域の関係団体、福祉関係機関等と連携して行うモデル事業の実施
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■地域ぐるみでの福祉学習モデル

目的：市町村社協が、学校等と自治会、民生委員、当事者団体、

社会福祉施設等地域の様々な団体との連携により、児童・生徒が

福祉活動に参加する機会を充実させることによって、児童・生徒

を取りまくネットワークづくりを推進する。

学 校

市町村社協
（支部社協等）

県 社 協

協 働

モデルの指定
事業実施への支援

家 庭

子ども

子ども会
育成会

自治会
町内会

福祉委員

ＮＰＯ

ボランティア団体
大学・高校等

民生委員

当事者団体

社会福祉施設

活動

学習

交流

・ひとり暮らし高齢者などへの訪
問 （配食サービスへの協力、
手紙）

・ふれあいサロンなどへの参加、
協力

・社会福祉施設訪問（話し相手、
介護体験、レクリエーション）

・NPO・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動への参加
・防災活動への参加

・障がい者、高齢者との野菜
づくり、園芸

・障がい者とのスポーツ大会
・保育園児との交流

・福祉問題を把握するため
の学習会

・地域の社会資源の学習
・福祉マップづくり
・福祉活動の企画づくりと

実践
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①福祉活動指導員・福祉活動専門員のコーディネート力等向上に向

けた支援

１経緯・現状

昭和 41 年から、県社会福祉協議会に「福祉活動指導員」、市町村社会福

祉協議会に「福祉活動専門員」が配置されました。

福祉活動指導員と福祉活動専門員は、平成 11 年の国通知（注）でも「資

質の如何は、社会福祉協議会活動の成否を左右するものである。」と特に留

意されているように、社会福祉協議会が地域福祉の推進母体としての役割を

果たすため、その中心的な業務を担う社協職員です。

県内においては、福祉活動指導員と福祉活動専門員によるコーディネート

など支援のもと、支部社協、ふれあいサロン活動、福祉委員をはじめ住民主

体による支え合い活動の組織化が進んできました。

（注）平成 11 年 4 月 8 日付け「社会福祉協議会活動の強化について」

福祉活動専門員の配置については、市町村が支援することとされています。

県では、県社会福祉協議会に対する福祉活動指導員への人件費助成ととも

に、福祉活動指導員が中心となって福祉活動専門員とともに取り組む各種研

修会・研究会、情報交換会等の活動を支援してきました。

■福祉活動指導員・福祉活動専門員の配置状況

福祉活動指導員 福祉活動専門員

配置社協数 県社協 ４２市町村社協

配置人員数 ６人 １５６人

実質人員（活動ベース） － ９０人

※H20 年 3 月・市町村社協実態調査（県及び県社協実施）等

２課題

福祉活動指導員と福祉活動専門員は、現在までの活動で蓄積したノウハウ

や地域の医療・保健・福祉・介護機関などとのネットワーク等を活用し、地

域ニーズを的確に踏まえた地域での支え合いによる制度外サービスの整備・

充実に向け、今こそ、その役割が期待されています。

(2)地域での支え合いを担う人材の育成
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しかし、厳しい財政環境にあって、市町村による市町村社会福祉協議会に

対する人件費を含む財政支援が縮小傾向にある中、市町村社会福祉協議会の

福祉活動専門員からは、「他の業務にも従事せざるを得ず、住民活動支援に

専念できない。」との声が多く聞かれるところです。

３方針

県では、地域福祉に関するシンクタンク機能を担う県社会福祉協議会・福

祉活動指導員の適正配置と、その活動への支援を通し、市町村社会福祉協議

会・福祉活動専門員による地域での支え合い活動支援に関する情報とノウハ

ウの蓄積、企画提案力とコーディネート力の向上等を促進します。

また、市町村とともに、県内における地域での支え合いによる制度外サー

ビスの整備・充実方策を検討する中で、福祉活動専門員の果たすべき役割の

重要性について議論を深めるなど、福祉活動専門員の適正配置を促進します。

■市町村社協・福祉活動専門員に期待されている主な役割

○地域住民の活動への参加促進

・地区福祉懇談会、市町村地域福祉

（活動）計画等による意識の高揚・

きっかけづくり

○活動団体への支援

・団体設立支援

・活動に関する情報・ノウハウの提供

・活動資金の確保支援 等

○ネットワークづくり支援

・地域内の自治会等を母体とし

た活動、NPO・ボランティア、

民生委員、福祉委員など活動団体の

連携・協働の体制づくり

・地域内の活動団体と医療・保健・福祉・

介護機関との連携・協働の体制づくり

○拠点づくり支援

・地域の公民館、空き教室、

空き店舗、民家等を活用した活動

の活発化・発展基盤等となる拠点づく

り支援

福祉活動専門員

★情報・ノウハウ蓄積

★企画提案力・コーデ
ィネート力強化

地域での支え合いによる制度外サービスの整備・充実
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②県ボランティアセンターにおけるボランティアコーディネーター

研修支援

１経緯・現状

昭和 48 年の国指針（注）により、県社会福祉協議会と市町村社会福祉協

議会内にボランティアセンター（旧名称は「奉仕銀行」）が設置されて以降、

ボランティア活動の活発化にともない、市町村ボランティアセンターにおい

てボランティア振興の中心的な役割を担うボランティアコーディネーターの

配置が進みました。

平成 20 年３月現在、ボランティアセンター設置済の 39 市町村のすべて

においてボランティアコーディネーターが配置されています。ボランティア

コーディネーターにより、各地域におけるボランティア情報の整備と発信、

ボランティア活動をしたい人とボランティアによる援助を必要とする人とを

つなぐマッチング支援など、ボランティア活動の活発化に向けた取り組みが

行われています。

県ボランティアセンター（県社会福祉協議会）では、ボランティアコーデ

ィネーター研修を開催し、県内各市町村におけるボランティアコーディネー

ターの配置促進と、その資質向上を図ってきました。

なお、大規模災害時において、全国から集まるボランティアの受入調整等

の役割も期待されているため、平成 19 年度からは適切かつ円滑なボランテ

ィアの采配業務等に関する研修を充実したところです。

（注）昭和 48 年６月 19 日付け「奉仕銀行の運営について」

県では、市町村ボランティアセンターの各種活動を支援するため、県ボラ

ンティアセンターによるボランティアコーディネーター研修を支援してきま

した。

■コーディネーター研修会開催実績

H15 H16 H17 H18 H19

開催日数（日） 1 3 2 5 2

参加者数（人） 37 112 56 130 46

※県ボランティアセンターまとめ
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■災害ボランティアコーディネーター講座開催実績

H15 H16 H17 H18 H19

開催日数（日） 1 1 1 1 3

参加者数（人） 46 48 41 68 212

※県ボランティアセンターまとめ

２課題

地域の福祉課題が増大、多様化・複雑化・潜在化・深刻化する中、ボラン

ティアコーディネーターには、個々のニーズとボランティア活動との需給調

整とともに、地域の福祉課題に対応するボランティア活動促進のためのコー

ディネート力と企画提案力が一層求められています。

３方針

県では、市町村ボランティアセンターの機能強化に向け、県ボランティア

センターによる実践的な研修会の開催など、ボランティアコーディネーター

の資質向上への取り組みを支援します。

■ボランティアコーディネーターの研修支援

（県ボランティア・市民活動支援センター）

ボランティアコーディネーター研修

県

運営支援

ボランティア要支援者

・ボランティア情報の整備・発信

・ボランティア活動をしたい人と

援助を必要とする人のマッチング 等

災害ボランティアコーディネーター研修

大規模災害時 に
おけるボラン テ
ィア受入調整 機
能の強化

ボランティアコーディネーターの

機能強化

（市町村ボランティアセンター）

ボランティアコーディネーター
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③支え合い活動を担うリーダー等の発掘・育成支援

１経緯・現状

地域での支え合い活動の発展に向け、主に県社会福祉協議会と市町村社会

福祉協議会のボランティアセンターにおいて、活動を担うリーダー等の発掘

と育成に取り組まれてきました。

県ボランティアセンターでは、平成 15 年度からの５年間でも、延べ 11

回、631 人に対して、活動の継続・発展に向けたノウハウ等に関するリーダ

ー研修が実施されてきました。また、今後、大量に離職することが想定され

ている団塊の世代を対象に、地域での支え合い活動の担い手となるきっかけ

づくりに取り組まれているところです。

県では、県ボランティアセンターによる、支え合い活動を担うリーダー等

の発掘と育成に向けた取り組みを支援してきました。

■ボランティアリーダー養成研修開催実績

H15 H16 H17 H18 H19

開催日数（日） 5 2 1 1 2

参加者数（人） 220 101 57 70 183

※県ボランティアセンターまとめ

２課題

活動のリーダーや担い手となる人材は、従来の民生委員、福祉委員やその

経験者、地区福祉懇談会や市町村地域福祉計画策定などの機会に加えて、

PTA や青少年団など福祉に限らず他の様々な活動の中に見いだしていくこ

とが必要です。なお、シニアボランティアの 32.4％が現役時代から引き続

き活動している方であるとの調査結果もあり（注）、特に団塊の世代の方々

が、退職後に地域での支え合い活動の場で、これまで培ってきた専門的な技

術や知識を引き続き活かしながら活躍していただくため、企業との連携も重

要となっています。

（注）H17 年度「高齢者の社会参画に関する政策研究報告書」（高齢社会対策の総合的な

推進のための政策研究会（内閣府））

また、社会貢献意欲のある方々に対し、必要なノウハウを身につけていた

だく研修会の充実とともに、研修終了後、円滑に地域での活動に繋げるまで
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の支援の充実も求められています。

３方針

県では、団塊世代を対象とした活動参加のきっかけづくりや実践的なリー

ダー研修の開催をはじめ、県社会福祉協議会による市町村社会福祉協議会と

連携した次の取り組みへの支援を通し、市町村と市町村社会福祉協議会によ

る地域での支え合い活動の担い手やリーダーの発掘と確保、育成を支援しま

す。

県社会福祉協議会（県ボランティアセンター等）の取り組み

● 地域での支え合い意識の高揚や、地域ぐるみでの福祉学習の展開促進

による活動の担い手づくり

→「基本施策２の(1)」参照

● 市町村社協が取り組む、幅広い分野からの活動のリーダーと担い手の

発掘に向けたネットワーク化への支援

● 団塊の世代を対象とした、活動参加へのきっかけづくり。特に企業と

の連携のもと、現役時代からの活動参加の仕組みづくり

● 地域の福祉課題を住民自らが認識することで、活動（制度外サービス

の提供）のきっかけとして有効であり、言い換えれば活動担い手の育成

と発掘の場としても有効な、市町村と市町村社協が取り組む地区福祉懇

談会の開催と運営への支援

→「基本施策１の(2)の①」参照

● 地域での支え合いによる制度外サービスに関する全国的な事例研究や

整備ノウハウの蓄積を踏まえた、実践的な育成・養成研修の実施

● 意欲のある方を、円滑に地域での活動に繋げるコーディネート役であ

る市町村社協の福祉活動専門員とボランティアコーディネーターの機能

強化支援

→「基本施策２の(2)の①」、「基本施策２の(2)の②」参照
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■支え合い活動を担うリーダー等の発掘・育成

ＰＴＡ活動

青少年団

人材の発掘

民生委員・福祉委員
地区福祉懇談会

市町村祉協 県社協

市町村 県

支援

支援

支援

定年退職者

団塊世代

支え合い活動

のリーダー等

・実践的な育成・養成研修

・団塊世代の活動きっかけ

づくり 等
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①福祉人材の安定した確保支援

１経緯・現状

社会福祉事業者の人材確保を支援するため、県では、社会福祉法第９３条

に基づき平成５年、県社会福祉協議会内に「岐阜県福祉人材センター」を設

置しました。

岐阜県福祉人材センターでは、国指針（注）等に基づき、社会福祉事業者

に対する情報提供などのほか、福祉の仕事への求職者に対する無料職業紹介

（福祉人材バンク）をはじめとした就業の援助、県社会福祉協議会が平成 9

年に設置した「岐阜県福祉研修センター」との連携のもと従事者の技能と資

質向上のための各種講習会、研修会などの開催に取り組んできました。
（注）平成 19 年厚生労働省告示「社会福祉事業に従事する者の確保を図るための措置

に関する基本的な指針」

■求人件数等実績

H15 H16 H17 H18 H19 計

求人登録施設数 219 219 296 283 184 1,201

求人登録数（人） 727 831 1,014 1,342 550 4,464

講習会参加者人数（人） 959 1,028 1,422 835 448 4,692

就職説明会参加者人数（人） 718 604 625 525 507 2,979

就職斡旋件数※ 187 124 74 54 25 464

※県福祉人材センターまとめ
（注）就職斡旋件数は、実際に就職に至った件数
（注）H18.12 月のシステム変更により、過年度との単純比較は困難

２課題

現在、福祉現場では、低賃金や労働環境の厳しさなどのため離職者も多く、

質の高い福祉人材を安定的に確保することが急務となっています。

さらに、中長期的な視点からも、介護を要する高齢者の数が平成 17 年度

の 6 万 9 千人から、平成 47 年度には、そのほぼ倍の 12 万８千人に及ぶと

も推計され、特に介護人材の確保が大きな課題となっています。

このため、岐阜県福祉人材センターにおいても、幅広い県内関係機関との

連携のもと、人材確保支援に向けた機能を一層充実することが緊急の課題と

なっています。

(3)福祉を担う人材の確保・資質の向上
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３方針

県では、国に対して必要な要望等を行うことはもとより、福祉人材確保対

策を総合的に推進するため、岐阜県福祉人材センターと岐阜県福祉研修セン

ターを統合・一元化のうえ、県内関係機関の連携・協働の中核となる「岐阜

県福祉人材総合対策センター」を県社会福祉協議会内に設置し、福祉の仕事

に対する社会的評価の向上、質の高い福祉人材の安定的な確保支援、労働環

境の整備支援など、次に取り組むことにより、従事者が自信と誇りを持ち、

安心して働くことができる社会の実現を図ります。

岐阜県福祉人材総合対策センター（県社会福祉協議会内に設置）での取り組み

○ 本県の福祉人材確保対策に関するシンクタンクとして、事業者団体、従

事者団体、財団法人介護労働安定センター等との連携のもと、福祉人材の

需給状況・就業状況に関する調査・研究、体系的かつ実践的な従事者のキ

ャリアアップ・スキルアップ研修メニューの開発、人材確保と定着（離職

防止）のための労務管理と経営改善方法の調査・研究などに取り組み、福

祉人材確保に関する情報やノウハウの蓄積と発信を行います。

実績
H17.10
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要介護・要支援認定者数

■県内で必要となる介護職員数の見通し

資料：岐阜県将来構想研究会

単位：千人

＜推計の基礎＞
・介護職員数の実績は「介護
サービス施設・事業所調査
Ｈ１７」による。
・介護職員とは
介護福祉士、ヘルパー。
・必要介護職員数の見通し
は､Ｈ１７実績値を基に要介
護・要支援認定者数と同じ
伸びで推計。
・将来人口に基づく介護職員
数は､Ｈ１７生産年齢人口に
占める介護職員の割合を
基に推計。
・Ｈ１７時点で 職員一人当た
り､要介護認定者は３．９人
・在宅サービスでは約半数の
介護職員は非常勤となって
いる。
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○ 県内関係機関・団体の情報交換・ネットワーク拠点として、「岐阜県福

祉人材確保対策連絡協議会（仮称）」の設置を検討するなど、県内関係機

関等の一層の連携・ネットワーク強化による福祉人材確保対策の推進体制

を構築します。

○ 福祉分野に関する従事者と事業者研修を一元的に担うとともに、体系的

な研修メニューによる研修機関として、上記シンクタンク機能の充実を踏

まえ、高度化・多様化・専門化する福祉・介護ニーズに対応するための実

践的な従事者キャリアアップ・スキルアップ研修、福祉関係に就職してい

ない介護福祉士など有資格者への職場復帰研修、人材確保と定着（離職防

止）にも資する労務管理と経営改善に関する事業者研修等を開催します。

→「基本施策２の(3)の②」参照

・ 特に、従事者研修では、離職の原因として指摘されている従事者の腰

痛等を緩和するための介護技術に関する研修会を開催します。

○ 福祉人材バンクとして、公共職業安定所（ハローワーク）等と連携し、

求職者の把握と登録の充実のもと、無料職業紹介を実施します。

また、福祉人材養成機関、シルバー人材センター、岐阜県人材チャレン

ジセンター等との連携のもと、現在福祉関係に就職していない介護福祉士

など有資格者の把握と登録に取り組み、福祉分野への就労促進に努めます。

さらに、従事者が安心して出産や育児、研修等による休暇が取得できる

よう、産休、育休、研修等の短期的求人需要に備えた人材リスト作成とと

もに、事業者間の人材交流のためのリスト作成に取り組みます。

○ 福祉人材に関する総合的な相談窓口として、上記シンクタンク機能の充

実を踏まえ、従事者が抱える人間関係や業務内容等に対する悩みや不満等

への相談対応（メンタルヘルス）や、事業所からの従事者の待遇改善やキ

ャリア管理など労務管理改善などに向けた相談に対応します。

○ 福祉現場の声を踏まえた福祉人材確保対策の実施機関として、上記研修

機能、福祉人材バンク機能、総合相談窓口機能、特にシンクタンク機能と

県内関係機関・団体の情報交換・ネットワーク拠点機能の充実のもと、次

の取り組みを効果的に推進します。
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・ 県ボランティアセンター（県社会福祉協議会）との連携のもと、児童・

生徒が福祉の仕事への理解と関心を高めるため、地域の福祉施設などで

の介護等の体験活動、障がい者などとの交流活動、出前講座など、小・

中・高等学校等における福祉教育の展開を支援します。

・ 併せて、保護者や教員に対しても、機会を捉えて福祉の仕事をＰＲし、

理解と関心の向上に努めます。

・ 介護についての理解と認識を深めることを目的とした「介護の日（11

月 11 日）」関連イベントの開催や、各種広報などにより、福祉の仕事

のイメージアップと社会的評価の向上を図ります。

・ 福祉分野への就職を志す学生や関心のある方による介護サービス事業

所等での職場体験をコーディネートし、希望する職場への就職を支援し

ます。

・ 民間企業、シルバー人材センター等との連携のもと、福祉の仕事に関

心のある団塊の世代等が、退職後に福祉の現場で活躍できるよう、資格

取得支援やマッチング支援をはじめとした仕組みづくりを推進します。

・ 事業者団体、公共職業安定所（ハローワーク）、岐阜県人材チャレン

ジセンター等との連携のもと、合同求人説明会（ガイダンス）を開催し

ます。

・ 介護福祉士の養成課程等における優良な実習受入事業所による実践事

例報告会や講習会の開催等により、実習指導レベルの向上と実習受入事

業所間の連携を支援します。

・ 過去に福祉現場で働き、現在は離職している即戦力となる方の掘り起

こしと、その再就職を支援します。

・ 従事者によるキャリアアップ・スキルアップのための資格取得や研修

参加等を支援します。
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・ 介護サービス事業所等間による人材交流をコーディネートし、従事者

の質の向上や定着を支援します。

・ 離職率が高い新規採用の従事者等を対象に、事業所へ人材定着支援ア

ドバイザーなどを派遣し、その定着を支援します。

その他の取り組み

○ 高等学校などにおいて、地域の福祉施設などでの介護等の体験活動、障

がい者などとの交流活動、出前講座などにより、高校生に対して福祉の仕

事の魅力とやりがいをＰＲし、福祉分野への進学や就労に繋げます。

○ 福祉人材養成機関による、中学生や高校生に対する福祉の仕事の魅力と

やりがいをＰＲする学校訪問や、高齢者や主婦層等をはじめ県民に対する

介護の重要性に関する意識啓発など福祉分野への進学や就労に繋げる取り

組みを支援します。

○ 介護についての理解と認識を深めることを目的とした「介護の日（11

月 11 日）」関連イベントの開催や、各種広報、介護職員を対象とした表

彰などにより、福祉の仕事のイメージアップと社会的評価の向上を図りま

す。

○ 介護人材の育成と養成を図るため、県社協による介護福祉士等の資格取

得を目指す学生に対する修学資金の無利子貸付を支援します。

○ 福祉系高等学校において、教育カリキュラムを充実し、介護人材の資質

向上を図ります。

○ 単独では人材の確保に取り組むことが困難な小規模事業所等が、連携し

て取り組むネットワーク構築や合同求人活動、従事者研修などを支援しま

す。

○ 福祉人材養成機関による、現在福祉関係に就職していない介護福祉士な

ど有資格者に対する再就職研修や、特に団塊の世代や高齢者、主婦層等に

対する福祉分野への就労に繋げる研修などの取り組みを支援します。
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○ 日本・インドネシア経済連携協定等により就労した外国人従事者に対す

る相談対応や、研修・交流事業を実施し、その定着を支援します。

○ 従事者がキャリアアップ・スキルアップのための資格取得や研修参加、

教育訓練等に参加する際、事業所における代替職員の雇用を支援します。

○ 質の高い福祉人材の安定確保に向けた労働環境の改善の観点からも、従

事者が安心して出産や育児等による休暇を取得するための育児休業制度の

導入をはじめ、事業者による福利厚生制度の充実を促進します。

○ 岐阜県介護実習・普及センターでの介護・福祉機器等の展示と相談対応

体制の整備や、県関係機関・大学等での研究開発への支援などにより、介

護等の業務省力化のための福祉機器等の普及と研究開発を促進します。

岐阜県福祉人材総合対策センター
～県内関係機関の連携のもと、福祉人材確保対策の総合的推進機関～

県社協 県福祉人材総合対策センター

①福祉人材確保対策に関するシンクタンク
・福祉人材の需給状況・就業状況に関する調査・研究
・体系的なキャリアアップ研修メニューの開発
・人材確保・定着のための労務管理・経営改善方法の調査・研究 等

②県内関係機関・団体の情報交換・ネットワーク拠点
・「岐阜県福祉人材確保対策連絡協議会（仮称）」の設置・運営

③一元的・体系的な研修機関
・体系的な従事者キャリアアップ研修
・人材確保・定着のための労務管理・経営改善に関する事業者研修 等

⑤福祉人材に関する総合相談窓口
・安定的な福祉人材確保及び定着に向けた経営改善方法
・従事者のメンタルヘルス

⑥福祉現場の声を踏まえた福祉人材確保対策実施機関
・イメージアップ対策 ・職場体験コーディネート
・ガイダンス ・キャリアアップ支援 ・再就職支援
・福祉教育 等

県ボランティア
センター

県

支援・委託

県福祉事業団

従事者団体

介護労働
安定センター

市町村

事業者団体

共同研究等連携

連携

共催等連携

連携

連携

ハローワーク
④福祉人材バンク
・求職者及び有資格者の把握・登録
・ハローワークとの連携のもと無料職業紹介事業
・短期的求人需要に備えたリスト作成及びコーディネート
・事業者間の人材交流のためのリスト作成及びコーディネート

社会福祉施設
経営指導事業

シルバー人材
センター

老施協事務局
経営者協会事務局

★特に、養成校、シルバー人材、人チャレ等との連
携のもと、ハローワークでは把握が困難な現在福
祉関係に就職していない有資格者（学生・卒業生
高齢者、フリーター等）を把握・登録

連携

ノウハウ・
情報の蓄積

連携

養成校
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②福祉従事者への体系的・実践的な研修等による資質の向上

１経緯・現状

社会福祉事業者による従事者の資質向上を支援するため、平成 9 年、県社

会福祉協議会内に「岐阜県福祉研修センター」が設置されました。

岐阜県福祉研修センターでは、福祉人材研修に関するシンクタンク機関と

して、時代の要請に応じた研修内容・方法の開発や、研修情報の収集と発信

を行うとともに、福祉従事者に対する体系的な研修を実施し、その養成と資

質の向上を支援してきました。

■研修実績

H15 H16 H17 H18 H19

課程数 25 28 25 24 25

参加者数（人） 2,513 3,227 3,326 1,951 2,101

研修日数（日） 71 92 85 66 69

※県福祉研修センターまとめ

県では、県内福祉サービスの質の向上を図っていくため、岐阜県福祉研修

センターの運営を支援してきました。

２課題

福祉人材の不足が深刻化する中、各事業者においては、十分な従事者研修

に取り組む余裕がない、との指摘もあります。しかし、利用者一人ひとりの

満足や生活の質の維持と向上に繋がる、質の高い福祉サービスの提供が一層

求められています。従事者には、専門的な知識や技術の習得のみならず、豊

かな人間性も不可欠であり、事業者は、中長期的な視点に立った人材の養成

と資質の向上に取り組む必要があります。

加えて、従事者にとって、研修によるキャリアアップ・スキルアップは、

自信と誇りを持って仕事に従事できることに資するものであり、また、質の

高いサービスの提供は、福祉の仕事に対する社会的評価の向上に繋がるもの

です。このため、福祉人材の安定した確保の観点からも、従事者の資質の向

上への取り組みが求められています。
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３方針

県では、福祉人材確保対策を総合的に推進するため、岐阜県福祉人材セン

ターと岐阜県福祉研修センターを統合・一元化し、「岐阜県福祉人材総合対

策センター」を県社会福祉協議会内に設置します。

岐阜県福祉人材総合対策センターでは、福祉人材の安定した確保の観点も

含め、利用者の立場に立った質の高い福祉サービスの提供に向け、福祉人材

養成に関するシンクタンク機能の充実や、体系的かつ実践的な研修内容の充

実などを推進します。

→「基本施策２の(3)の①」参照

また、各施設協議会、市町村、県社会福祉協議会、市町村社会福祉協議会

等との連携のもと、監査をはじめあらゆる機会を通して、社会福祉事業者に

対する中長期的な展望に立った従事者の養成と資質向上への取り組みを指

導・啓発していきます。

■福祉従事者の資質向上

（
県
社
会
福
祉
協
議
会
）

福
祉
人
材
総
合
対
策
セ
ン
タ
ー

県

従

事

者

質
の
向
上

福
祉
サ
ー
ビ
ス
の

体系的・実践的な
研修の実施

研修内容の充実

社
会
福
祉
施
設

従事者育成・資質向上への
取り組みの指導・啓発

運営委託

人材養成に関する

シンクタンク機能

し
た
確
保

福
祉
人
材
の
安
定



77

③民生委員の活動強化に向けた各種研修会等の開催

１経緯・現状

県では、民生委員法第 18 条に基づき、民生委員に対する研修を実施し、

住民に最も身近な地域福祉の担い手である民生委員活動の充実を図ってきま

した。

岐阜県民生委員児童委員協議会、市町村、県社会福祉協議会、市町村社会

福祉協議会等との連携のもと、３年毎に改選される民生委員に対して経験年

数や役割に応じた研修等を企画・実施し、適切な相談や援助活動を行うため

に必要な知識と技術の習得を支援してきたところです。

■研修会開催実績

研修名 対象者 H15 H16 H17 H18 H19

単位民児協会長

研修会

民児協会

の会長

回数 2 2 1 2 1

参加者数（人） 281 280 282 274 262

単位民児協幹部

研修会

民児協会

の副会長

回数 2 2 1 1 1

参加者数（人） 301 303 314 330 325

県民生児童委員

研修会

経験３年未満

の民生委員

回数 6 5 5 5 5

参加者数（人） 1,233 1,526 1,336 1,300 1,445

中堅民生児童

委員研修会

経験３年以上

の民生委員

回数 5 5 5 5 5

参加者数（人） 744 791 1,026 1,272 1,026

主任児童委員

研修会

主任児童

委員

回数 2 1 2 2 2

参加者数（人） 461 490 464 455 438

計

回数 17 15 14 15 14

参加者数（人） 3,020 3,390 3,422 3,631 3,496

※県民生委員児童委員協議会まとめ

２課題

地域の福祉課題が増大するとともに、多様化・複雑化・潜在化・深刻化す

る中、民生委員にとっても、知識と技能向上のための研修が一層重要となっ

ています。

さらには、各々異なる地域の実情に応じたノウハウと情報の習得と蓄積の

ため、市町村、市町村社会福祉協議会などとの連携のもと、地域毎での研修

会、研究会、情報交換会などの取り組みも、一層必要となっています。
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３方針

県では、岐阜県民生委員児童委員協議会、市町村、県社会福社協議会、市

町村社会福祉協議会等との連携のもと、経験年数や役割に応じたきめ細かく

実践的な研修会や研究会の開催、各地域の民生委員児童委員協議会による研

修活動等の活発化への支援など、次により、地域福祉活動の中心となる民生

委員の資質向上を図ります。

○ 増大、多様化・複雑化・潜在化・深刻化する地域の福祉課題に対する適

切かつ迅速な相談や援助活動に向け、民生委員の経験年数や役割に応じた

きめ細かく実践的な研修会、研究会を開催します。

・ 平成 20 年 4 月から始まった後期高齢者医療制度（通称：長寿医療制

度）をはじめ、医療・保健・福祉・介護分野における法制度や施策のみ

ならず、医療・保健等に関する高度・専門的な研修内容の充実を図りま

す。

・ 悪質商法の被害防止、振り込め詐欺防止、老老介護や孤独死と孤立化

への対応、自殺予防、増加する外国人問題など新たな地域の課題の解決

に向けて、研修内容の充実を図ります。

・ 「民生委員・児童委員発 災害時一人も見逃さない運動」の積極的な

取り組みのため、「岐阜県・災害時要援護者支援対策マニュアル」等を

活用し、個人情報取扱いに関する具体的な方策を示すことをはじめ、災

害時における要援護者支援に向けた研修内容の充実を図ります。

○ 各地域の民生委員児童委員協議会による、研修会・研究会、情報交換会

等の活発な開催と、その内容の充実を支援します。
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④子育てマイスターの確保・養成

１経緯・現状

県では、社会全体で少子化対策に取り組むため、平成 18 年度に施行され

た「安心して子どもを生み育てることができる岐阜県づくり条例」に基づき、

「安心して子どもを生み育てることができる岐阜県づくり計画」を平成 19

年度に策定しました。

本計画では、「地域で支える子育て」を重要な柱に位置づけ、地域における

子育て支援機能の一層の充実を図るため、平成 19 年度から子育てマイスタ

ー制度を開始しました。

平成 20 年 4 月現在、310 人の子育てマイスターが認定され、地域にお

いて個別相談、アドバイス、一時預かりなどの子育て支援活動に取り組んで

いただいています。

２課題

核家族化や地域のつながりの希薄化にともない、かつてのような地域での

育児に関する相談や世代間支援による問題解決が難しく、育児に対して不安

を持つ家庭が増加しています。

育児に対する不安は、さらなる少子化の進展に繋がるとともに、不安を持

つ家庭の孤立は、児童虐待を招く原因ともなります。

３方針

県では、子育てを地域で支える体制の整備に向け、市町村等との連携のも

と、子育てマイスター制度の認知度の向上や、活動内容に合わせた養成講座

等による人材育成と資質の向上などにより、子育てを地域で支える人材の確

保と養成を図ります。

■子育てマイスターの養成・資質の向上

県

※保育士等の
資格のない方

養 成

認
定
申
込

ぎふ子育て
応援団
人材バンク
登録

認定

★専門コースなどでのスキルアップ
・つどいの場・サークル運営コース
・訪問・託児コース
・子育て相談員コース 等

子育て支援

活動

市町村、

社協 等

連携

入門コース

専門コース

資質向上

連携

子育てマイスター


